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研究成果の概要（和文）：本研究の成果としては、中台間の「和解なき安定」が極めて脆弱な基盤の上に成立し
ていたことを明らかにしたことである。第1に、中台間の安定を保障する「1992年コンセンサス」は、台湾内部
で反対論が強く、また中台間でも解釈が異なるガラス細工であった。第2に、中台間の安定がもたらす経済的利
益が、台湾住民に公正に分配されていたわけではなかった。このため、「安定の配当」を得られない有権者の多
くは国民党支持から離れた。第3に、中台間の安定によって社会間の接触が増大し、かえって台湾住民の中国へ
の反感と台湾人アイデンティティを強める結果をもたらした。これらが、2016年の総統選挙における国民党の惨
敗につながった。

研究成果の概要（英文）：This research project has illuminated the structure of “stability without 
reconciliation” between mainland China and Taiwan under the Ma Ying-jeou administration 
2008-2016). It has demonstrated that this framework was established on extremely vulnerable bases. 
First, the “1992 consensus” between the Kuomintang (KMT) and the Communist Party of China (CCP) 
was from the beginning challenged by the Democratic Progressive Party (DPP) in Taiwan, whose 
interpretation of the compromise differed greatly from the calculations of the KMT and the CCP. 
Second, benefits of the cross-Strait stability were not distributed evenly among Taiwanese citizens.
 Third, the Taiwanese identity strengthened and became highly politicized as a result of increased 
cross-Strait interactions. Consequently, the KMT lost the 2016 presidential and legislative 
elections, paving the way once again for the pro-independence DPP government, and as such 
undermining the structure of “stability without reconciliation.” 

研究分野：東アジアの国際政治
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１．研究開始当初の背景 
台湾の政策上の選択肢は、すでに伝統的な

バランス政策の観点では説明できない。中台
の「和解なき安定」という状況を国際政治経
済学の理論的観点から考えると、紛争当事者
間で経済的相互依存が深まれば、戦争が発生
しにくくなるのか、経済的統合が政治的統合
を後押しするのか、といった問題が提起され
うる。 中台の経済緊密化が進むにつれ、中
国も敏感性が増大するものの、台湾の脆弱性
の方が強まりやすい。さらに、中国がそもそ
も自国のパワーを増強させるために経済安
全保障の手段を使用する国であるという立
場に立てば、台湾のみならず対中依存の強い
国・地域は、中国に対するバンドワゴニング
を強める傾向を強める。しかし、相互依存論
に立脚すれば、貿易や投資フローの増大が、
中台双方の政治的外部性を強化し、双方の敵
対的行動を回避させるようになるとも言え
る。実証主義的にも理論的にも、対立する中
台がどのような関係を構築するかは重要な
課題となっている。 
 
２．研究の目的 
本研究は、1990 年代以来進行したグロー

バリゼーションや地域協力・統合の流れが、
台湾をして中国との関係緊密化を選択させ
た原因とそのインプリケーションに関する
国際政治経済学の理論を検証するとともに、
台湾が「フィンランド化」することにより地
域のパワーバランスが大きく中国に傾斜す
るのではないか、といった国際政治学の立場
からの問題提起を受け止めている。本研究は、
馬英九政権の下で構築されてきた中台間の
「和解なき安定」がどのような構造を有して
おり、どのような方向に発展しうるかを探求
することにある。2012 年に再選された馬英
九政権は、民生問題で支持率を下げ、不人気
な中台間の「政治的和解」を推進する力を失
ってしまった。当初のスピードを失った中台
間の「和解なき安定」は、どれほど持続的で
あるか。中台の指導者が、「政治的和解」に
向かって動く可能性はあるか。中国が台湾の
対中経済依存状況を利用して、台湾に政治交
渉を迫る可能性はないか。逆に中国は台湾問
題についてより長期的に取り組むことを決
め、安定を求めて無理な政治的要求を控える
のだろうか。 
 
３．研究の方法 
中台関係の構造転換に関する文献調査、研

究会の開催と、現地での聞き取り調査を行い
つつ、国際政治経済学の方法論を吸収し応用
する作業を行う。「東京大学両岸関係研究小
組」の名称で訪問団を組み、研究グループ全
体で聞き取り調査を実施する実践を通じて、
本グループが日本を代表する研究者集団で
あるとの印象を強めたことで、中台の政策決
定者へのアクセスを試みた。加えて米国の対
中国・台湾政策決定の関係者や、当該分野に
詳しい研究者への聞き取り調査も行った。聞

き取り調査のメモやテープを起こしについ
ては、ワーキング・ペーパーの形で整理保存
し、分析を加える。 
 
４．研究成果 
本研究の成果としては、中台間の「和解な

き安定」が極めて脆弱な基盤の上に成立して
いたことを明らかにしたことである。 
第 1 に、中台間の安定を保障する「1992 年

コンセンサス」は、台湾内部で反対論が強く、
また中台間でも解釈が異なるガラス細工で
あった。 
第 2 に、中台間の安定がもたらす経済的利

益が、台湾住民に公正に分配されていたわけ
ではなかった。このため、「安定の配当」を
得られない有権者の多くは国民党支持から
離れた。 
第 3 に、中台間の安定によって社会間の接

触が増大し、かえって台湾住民の中国への反
感と台湾人アイデンティティを強める結果
をもたらした。 
こうしたことが、2016 年の総統選挙におけ

る国民党の惨敗につながり、中台関係の不安
定化が進むこととなった。 
研究成果は、下記のように、多くの媒体を

通じて国内外に多言語で発信しており、各界
から高い評価を得ている。 
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